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1

株主のみなさまへ  ■ To  O u r  S h a r e h o l d e r s

株主のみなさまにおかれましては、ますますご清栄のこととお喜
び申し上げます。
平素より当社の事業運営に格別のご支援を賜り厚く御礼申し
上げます。ここに当社第102期（平成20年4月１日から平成21年3
月31日まで）のご報告をさせていただきます。

当期の概要  ■
当期のアルミニウム業界は、主たる需要先である自動車、電

機・電子分野をはじめとする関連業界の大幅な減産・在庫調整を

受け、製品需要が大きく落ち込みました。また上期に高騰したアル

ミニウム地金などの原材料市況が下期には急落するなど、原材料

価格の急激な変動が、企業収益に大きな影響を及ぼしました。

このような状況の中、日本軽金属グループは当期が２年目となる

３ヵ年の「中期経営計画（平成19年度～平成21年度）」に基づき、

新事業や新製品の創出に努めるとともに、需要動向に即した事業

構造への変革を進めました。すなわち、営業・生産・物流等あら

ゆる業務プロセスにおける効率化・合理化策を通じて強力なコスト

ダウンを図るとともに、不急の設備投資の繰り延べ、経費の大幅

カットといった緊急施策を果断に実施いたしました。

しかしながら、当期の連結売上高は5,541億円と大幅な減収とな

りました。損益面では、事業構造改革による大幅なコストダウン効

果も及ばず、売上の減少と製品価格下落による在庫評価損等に

より連結営業損失119億円を計上しました。加えて、グループ建材

事業における生産拠点の再編・集約に伴う固定資産の減損損

失、事業再編損や人員削減に係る特別退職金などを特別損失と

して計上したことにより、314億円の連結当期純損失の計上を余儀

なくされました。

これらの結果、誠に遺憾ではありますが、当期の期末配当金は

見送らせていただきました。株主のみなさまにおかれましては、何

卒ご理解、ご了承をいただきますようお願い申し上げます。

セグメント別の概況   ■
アルミナ・化成品、地金部門の売上高は、前期比22.7％減の

1,207億円に、営業利益は前期比91.8％減の7億円となりました。

板、押出製品部門の売上高は、前期比15.9％減の668億円

に、営業損益は前期の16億円の利益から74億円悪化し57億円

の営業損失となりました。

加工製品、関連事業部門の売上高は、前期比10.1％減の

2,265億円に、営業利益は前期比69.9％減の40億円となりました。

建材製品部門の売上高は、前期比12.6％減の1,401億円に、

営業損益は前期に比べ49億円悪化し、79億円の営業損失とな

りました。

建材事業の構造改革及び他社との提携交渉について  ■
当社は本年3月、建材事業に関して「生産拠点の再編・集約」、

「新日軽㈱における人員の追加削減」を発表いたしました。

「生産拠点の再編・集約」に関しては、本年8月までに新日軽

㈱の船橋製造所（千葉県）において、生産部門の大部分を北

陸製造所（富山県）と藤岡工場（栃木県）に移管するなど、規

模を大幅に縮小いたします。「人員の追加削減」に関しては、昨

年実施した400名の人員削減に加え、本年6月末までに同社グ

ループで200名の削減を行います。なお、当期において計上した

特別損失150億円のうち、85億円は当該構造改革に関連して計上

したものです。
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また、同業他社との連携につきましても、今後もこれを視野に入

れた事業競争力の強化を推し進めてまいります。

防火樹脂サッシの性能試験における不正受験等について  ■
新日軽㈱が、ビル、マンション等の開口部製品として製造・販売

しております樹脂製サッシの防火設備仕様の製品につきまして、国

土交通大臣認定を不適切に取得し、認定仕様とは異なる製品を

販売していたことが本年1月に判明いたしました。問題の製品は、

平成17年10月から平成21年1月まで販売され、納入した約90件の

施工物件について、現在改修工事等の対策を行っております。

当社は、過去に販売した断熱パネルの一部製品について同様

の問題製品を販売した事実があり、再発防止策を昨年3月に公表

し、コンプライアンス、品質保証の態勢強化を鋭意推進してまいりま

した。こうした中、本件問題が発生したことは、誠に遺憾なことであ

り、大変申し訳なく存じます。

日本軽金属グループといたしまして本件を厳粛に受け止め、徹底

した原因究明を踏まえ、コンプライアンス意識の高揚や開発プロセス

における品質管理の強化に主眼を置いた新たな再発防止策を策

定・推進することとしました。現在これに基づくアクションプラン

を強力に進めております。

次期（第103期）の見通し  ■
次期につきましても自動車関連や電機・電子関連業界に加え、

建設業界など、当社グループを取り巻く事業環境は依然として厳し

い状況が続くと見込まれます。当社グループの各事業につきまして

も、原材料価格の下落や需要業界における在庫調整の進展など

が見込まれるものの、生産は低水準の状態が続くものと想定せ

ざるを得ません。

従いまして次期の業績見通しについては、売上高4,700億円、

営業利益90億円、経常利益20億円を計画しております。

厳しい環境下ではありますが、持続的成長に向けて顧客密

着型営業力の強化や海外事業展開の一層の加速化に加え、ア

ルミに関する豊富な知見と素材を活かす技術力を強みとするグ

ループの力を結集した新商品・新事業の開発、成長事業の育成

･強化など、安定的な収益基盤の強化に努めてまいります。

株主のみなさまにおかれましては、何卒今後とも、倍旧のご支援

とお引き立てを賜りますようお願い申し上げます。

平成21年6月

代表取締役社長
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特集：社長インタビュー  ● 日本軽金属グループ・再浮上に向けて  ■ S p e c i a l  F e a t u r e

Q.	 2008年度は、日本軽金属にとってどのような1年でし
たか？

A.	 外部環境がさらに激変した年となりました。1年前の株主
通信で2007年度のことを「外部環境の変化が予想を遥かに超
えた1年だった」と述べましたが、サブプライムローン問題をきっ
かけとした世界同時不況は当社にとっても大きな逆風でした。
特に国内外で販売台数が減少している自動車向けアルミの大
幅減少、さらに上期までは堅調な需要があった電機・電子関
連分野の売上も下期以降急減するなど、各分野の事業環境は
いずれも非常に厳しいものになりました。また建設分野にお
ける需要低迷が続いた建材事業は、昨年に続き縮小均衡型の
施策が必要となりました。

Q.	 建材事業を行う新日軽に関して、3月に船橋製造所の生産
部門の大幅削減、人員の追加削減策などを発表しまし
たが、その内容について教えて下さい。

A.	 当社は昨年4月以降、新日軽の事業構造改革として、	
経営体制を刷新し、減増資による財務体質の改善や人員削減
などを進めてきましたが、生産拠点の再編・集約、人員の追加
削減を行うこととしました。
　まず、今年8月までに
関東の主力工場である
船橋製造所（千葉県船
橋市）の鋳造、押出、皮
膜部門を北陸製造所（富
山県高岡市、小矢部
市）へ移管。同じく住宅
用サッシやエクステリア製品の加工組立部門を北陸製造所と藤
岡工場（栃木県下都賀郡）へ移管します。
　一方で今後も厳しい事業環境が続くため、新日軽グループで
200人の追加人員削減を行います。希望退職募集を含む特別措
置です。

　これら一連の構造改革費用は、09年3月期に特別損失として
85億円が計上されていますが、内訳としては、生産拠点再編・
集約に67億円（設備の減損等に56億円、割増退職金に11億
円）、人員の追加削減に18億円です。

Q.	 これらの一連の事業再構築に関して、新日軽の中嶋社長と
はどのような話をしているのでしょうか？

A.	 中嶋社長は日本軽金属の取締役でもあり、また私が新
日軽の取締役ですので、よく話し合う機会があります。中嶋社長
は「新日軽の再建には、営業力強化、サプライチェーン全体の見
直し、今回の生産拠点の集約や人員削減を含むコスト削減など
の構造改革を一つ一つ実行していくしかない。新日軽の進む道
は『構造改革』の一本道だ」とよく言っています。私もそれを
突き進めることと思っています。

Q.	 建材事業に目が行きがちですが、日本軽金属グループ全体
の中長期的な経営計画についてお聞かせ下さい。

A.	 当社は、07年4月に07年度～09年度の3ヵ年の中期経営
計画を策定しています。残念ながら、数値自体は大幅な未達にな
りそうですが、基本方針である「自動車、電機・電子、省資
源・省エネルギー分野への経営資源の投入」「業界1位の事業
の強化」「海外への積極的な事業展開」「建材事業の構造改善」
などに変更はありません。
　強みであるアルミに関する技術を活かせる分野で「新しいビジ
ネスや強い商品の創出に取り組む」というビジョンも貫きます。
マーケットが厳しい環境だからこそ、付加価値が高く他社が真
似できない商品を創り出していく必要がありましょう。
　前中期経営計画の5年間とその後の2年間の取り組みにより
「アルミのことなら日軽金」というマーケットブランドは確立しつ
つあります。人件費をはじめとするコスト削減を行いつつ、それ
ぞれのマーケットでのシェア拡大、他社との事業提携などで成
長を目指します。

船橋製造所

010_0606503032106.indd   3 2009/06/10   16:56:48



44

特集：社長インタビュー  ● 日本軽金属グループ・再浮上に向けて  ■ S p e c i a l  F e a t u r e

Q.	 日本軽金属グループの人件費削減について教えて下さ
い。

A.	 当社は当期の配当を無配とさせていただくことを厳粛に
受け止め、下記の通り役員報酬と管理職（年棒制社員）の給
与を減額しました。また、一般従業員につきましても労働組合
と交渉を行い、ベースダウンについて合意しました。

1） 役員報酬の減額
取締役、監査役、執行役員の報酬を平成21年2月よ
り、15～40%減額。例えば、代表取締役である私は
40%の減額となっています。

2） 管理職給与の減額
平成21年4月より、年俸制社員の給与を平均７％減額
しています。

3） 一般従業員のベースダウン
平成21年7月より、一般従業員の給与を平均5％ダウン
します。

　グループ会社におきましても、これに準じて各社削減を実施
しています。

Q.	 新商品の開発、成長市場への取り組みについて、進展
がありましたらお聞かせ下さい。

A.	 このような環境下でも、東洋アルミニウムの太陽電池用
バックシートの売上は順調に伸張しましたが、国内外3ヵ所の生
産設備を増強するなど、さらなる強化を図ります。
　また、MAXUSTM（マクサス）と呼ばれる当社グループ開発
の核燃料保存容器用アルミ素材の出荷を開始しました。世界的
に原子力発電が見直されており、今後の伸びが期待されます。
　また、自動車アルミ部品の採用拡大のため、大衆車でのアル
ミ部品の採用拡大に取り組む一方で、ハイブリッド車や電気自

動車向けの用途開発に注力します。アルミの軽量性やリサイク
ル性のため、現在、自動車1台あたり、平均約100キロのアルミ
が使用されていますが、コスト面から使用は一部の車種に限ら
れていました。しかし環境問題が深刻化する中で、大衆車向け
アルミ部品に大きなビジネスチャンスがあると考えています。具
体的には熱交換器や放射板等の開発などです。
　加えて当社グループでは、素材開発から製造までを手がける総
合一貫メーカーとしての強みを活かし、ハイブリット車向けのバッテ
リーケーブル、ブレーキ部品、ラジエーターの材料に続き、ワイ
ヤーハーネス用のアルミ線の開発などを進めています。

Q.	 最後に株主をはじめとするステークホルダーのみな
さまへメッセージをお願いします。 

A.	 2009年度も世界経済の見通しは不透明で、当社にとっ
て厳しい環境が続くものと思われます。しかし当社はこの状況
を逆にチャンスと捉え、早急に株主をはじめとするステークホル
ダーのみなさまのご期待に沿える企業となるべく全社一丸となっ
て、今後より一層努力してまいる所存です。引き続きみなさまの
ご指導とご鞭撻を賜りますようお願い申し上げます。

代表取締役社長

石 山   喬
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（製造・販売）
● アルミニウム線材㈱　● 日軽エムシーアルミ㈱
● ニッケイ・エムシー・アルミニウム・アメリカ・ インコーポレイテッド
● ニッケイ・エムシー・アルミニウム・コラート・ カンパニー・リミテッド
● ニッケイ・エムシー・アルミニウム・タイ・ カンパニー・リミテッド
● 日軽商菱　業(昆山)有限公司　● イハラニッケイ化学工業㈱
（販売・その他）
● 日軽産業㈱　● 玉井商船㈱

（製造・販売）
● 日軽形材㈱
● 日軽金アクト㈱
● ニッケイ・サイアム・アルミニウム・リミテッド
● ノンフェメット・インターナショナル・ アルミニウム・カンパニー・リミテッド
（販売・その他）
● 日軽産業㈱

（製造・販売）
● ㈱エヌ・エル・エム・エカル　● 東洋アルミニウム㈱
● 東海アルミ箔㈱　● トーヤル・アメリカ・インコーポレイテッド
● トーヤル・ヨーロッパ・ソシエテ・パー・アクシオン・サンプリフィエ・ユニペルソネル
● 東洋アルミエコープロダクツ㈱　● 日軽産業㈱
● 日軽パネルシステム㈱　● 日本電極㈱　● 日本フルハーフ㈱
● 日軽松尾㈱　● 三亜アルミニウム㈱　● 日軽熱交㈱
（販売・その他）
● 日軽情報システム㈱　● 日軽物流㈱
● ㈱住軽日軽エンジニアリング　● ㈱東邦アーステック

（製造・販売）
● 新日軽㈱
● 理研軽金属工業㈱
● コスモ工業㈱
（販売・その他）

● 日軽産業㈱
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連結事業の概況  ■ N L M  G r o u p  a t  a  G l a n c e  

売 上 高 1,207億 25百万円
営業利益 7億 48百万円 
アルミナ・化成品部門では、水酸化アルミニウム、アルミナ、各
種化学品を生産しており、これらは難燃剤やセラミック等の原料、
紙・パルプ製造の工業資材など様々な分野で使用されています。
地金部門では、様々な種類の一次・二次合金を製造しており、ユー
ザーニーズに応じた高機能合金の開発において高い評価を受け
ています。また、国内唯一のアルミ製錬工場で製造された高純度
アルミニウムは電子材料等の原料として用いられます。

売 上 高 667億 66百万円 
営業損失（△） △ 57億 37百万円
アルミニウム板、押出製品は、自動車部品、鉄道車両向けな
どの輸送関連分野や、半導体・液晶製造装置や感光体ドラム
向けなどの電機・電子分野をはじめとして、幅広い分野で活
躍しています。長年培った技術やノウハウを活かしてユーザー
ニーズに対応する製品の開発を積極的に行い、高機能の板、
押出製品を提供しています。

売 上 高 2,265億 43百万円
営業利益 39億 76百万円
日本軽金属グループには特長ある加工製品を扱う数多くのグ
ループ会社があります。特に、東洋アルミニウム㈱のアルミ箔、
パウダー・ペースト、日本フルハーフ㈱のトラックボディ、
日軽パネルシステム㈱の業務用冷凍・冷蔵庫用パネル等は、
その品質を高く評価され、各業界でトップシェアを誇ります。
その他にもアルミ電解コンデンサ用電極箔、自動車部品、景
観製品、容器、包装材など私たちの生活に身近なアルミ加工
製品を提供しています。

売 上 高 1,400億 60百万円
営業損失（△） △ 78億 70百万円
新日軽㈱を中心に、カーテンウォールなどのビル建材から、
サッシ、玄関ドアなどの住宅建材、門扉、フェンスなどのエ
クステリア商品に至るまで「住む人、使う人の心を大切に」
を基本理念に、省エネルギー、環境共生、ユニバーサルデザ
イン、防犯性の強化など、お客様のニーズに応じた高品質な
アルミ建材製品を開発しています。

　日本軽金属グループは、4つの事業部門からなっており、それぞれの業績、機能は次
のとおりです。また、当グループは当社と子会社117社および関連会社44社（平成21年
3月末現在）により構成されております。各部門に係る当社、主要な連結子会社および
持分法適用関連会社の事業系統図は下記をご参照下さい。

連結
セグメント別
売上高合計

5,541
億円

アルミナ・化成品、地金

22%
板、押出製品

12%

加工製品、
関連事業

41%
建材製品

25%
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■ 総資産
総資産は、前期末比619億2百万円減の

4,785億71百万円となりました。借入金の増加
などに伴い現金及び預金勘定が増加したもの
の、売上高の減少に伴う受取手形及び売掛
金残高が減少した影響などによるものです。

■ 負債合計
負債合計は、前期末比216億86百万円

減の3,897億90百万円となりました。借入金
が増加したものの、仕入高の減少に伴う支
払手形及び買掛金が減少した影響などによ
るものです。

■ 純資産
純資産合計は、前期末比402億16百万

円減の887億81百万円となりました。当
期純損失の計上に伴う利益剰余金の減少
や、評価・換算差額等が減少した影響な
どによるものです。
　自己資本比率は5.0ポイント下落して
17.5％に、一株当たり純資産額は前期末
比69円39銭下落して154円22銭となりま
した。

連結財務諸表  ■ C o n s o l i d a t e d  F i n a n c i a l  D a t a

連結貸借対照表
科目 平成21年 平成20年 増 減

3月期 3月期 （△は減少）

資産の部
流動資産 257,386 311,083 △ 53,697

現金及び預金 44,223 31,287 12,936

受取手形及び売掛金 124,230 174,848 △ 50,618

たな卸資産 75,074 86,925 △ 11,851

繰延税金資産 6,629 5,381 1,248

その他 9,838 14,953 △ 5,115

貸倒引当金 △ 2,608 △ 2,311 △ 297

固定資産 221,185 229,390 △ 8,205

有形固定資産 176,231 179,243 △ 3,012

建物及び構築物 56,858 60,357 △ 3,499

機械装置及び運搬具 44,899 44,932 △ 33

工具器具備品 5,662 5,295 367

土地 63,076 63,603 △ 527

建設仮勘定 5,736 5,056 680

無形固定資産 5,005 6,189 △ 1,184

のれん 1,376 1,984 △ 608

その他 3,629 4,205 △ 576

投資その他の資産 39,949 43,958 △ 4,009

投資有価証券 25,317 29,593 △ 4,276

繰延税金資産 6,548 6,356 192

その他 10,590 9,662 928

貸倒引当金 △ 2,506 △ 1,653 △ 853

資産合計 478,571 540,473 △ 61,902

　（単位：百万円）
科目 平成21年 平成20年 増 減

3月期 3月期 （△は減少）

負債の部
流動負債 264,386 270,545 △ 6,159
支払手形及び買掛金 78,063 108,112 △ 30,049
短期借入金 132,352 119,496 12,856
一年内償還社債 9,955 — 9,955
未払法人税等 854 2,435 △ 1,581
その他 43,162 40,502 2,660

固定負債 125,404 140,931 △ 15,527
社債 20,662 30,648 △ 9,986
長期借入金 68,336 72,996 △ 4,660
退職給付引当金 27,163 28,145 △ 982
再評価に係る繰延税金負債 522 522 —
その他 8,721 8,620 101

負債合計 389,790 411,476 △ 21,686
純資産の部
株主資本 85,170 118,294 △ 33,124
資本金 39,085 39,085 —
資本剰余金 25,420 25,420 —
利益剰余金 20,835 53,911 △ 33,076
自己株式 △ 170 △ 122 △ 48

評価・換算差額等 △ 1,255 3,465 △ 4,720
その他有価証券評価差額金 374 2,219 △ 1,845
繰延ヘッジ損益 △ 991 308 △ 1,299
土地再評価差額金 145 145 —
為替換算調整勘定 △ 783 793 △ 1,576

少数株主持分 4,866 7,238 △ 2,372
純資産合計 88,781 128,997 △ 40,216
負債純資産合計 478,571 540,473 △ 61,902

（億円）
6,500

5,200

3,900

2,600

1,300

0

総資産 

平成18年
3月期

平成19年
3月期

平成20年
3月期

平成21年
3月期

（億円）
1,500

1,200

900

600

300

0

純資産

平成21年
3月期

平成19年
3月期

平成18年
3月期

平成20年
3月期
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連結財務諸表  ■ C o n s o l i d a t e d  F i n a n c i a l  D a t a

連結損益計算書 　（単位：百万円）
科目 平成21年 平成20年 増 減

3月期 3月期 （△は減少）

売上高 554,094 647,846 △ 93,752
売上原価 477,374 538,900 △ 61,526
売上総利益 76,720 108,946 △ 32,226
販売費及び一般管理費 88,612 90,948 △ 2,336
営業利益又は営業損失（△） △ 11,892 17,998 △ 29,890
営業外収益 4,536 3,828 708
受取利息及び配当金 552 857 △ 305
持分法による投資利益 1,001 350 651
その他の営業外収益 2,983 2,621 362
営業外費用 9,580 10,604 △ 1,024
支払利息 3,750 3,931 △ 181
過年度退職給付費用 2,025 2,070 △ 45
その他の営業外費用 3,805 4,603 △ 798
経常利益又は経常損失（△） △ 16,936 11,222 △ 28,158
特別利益 － 2,475 △ 2,475
持分変動差額 － 1,101 △ 1,101
貸倒引当金戻入益 － 1,056 △ 1,056
保険差益 － 318 △ 318
特別損失 15,049 15,818 △ 769
減損損失 5,245 11,839 △ 6,594
特別退職金 5,047 2,300 2,747
事業再編損失 2,461 － 2,461
製品不具合対策費用 1,859 1,679 180
固定資産除却損 437 － 437
税金等調整前当期純損失（△） △ 31,985 △ 2,121 △ 29,864
法人税、住民税及び事業税 1,110 6,233 △ 5,123
法人税等調整額 457 1,383 △ 926
少数株主利益又は少数株主損失（△） △ 2,110 573 △ 2,683
当期純損失（△） △ 31,442 △ 10,310 △ 21,132

連結キャッシュ・フロー計算書 （単位：百万円）
　科目 平成21年3月期 平成20年3月期 増 減（△は減少）
営業活動によるキャッシュ・フロー 26,674 25,018 1,656
投資活動によるキャッシュ・フロー △ 22,086 △ 25,051 2,965
財務活動によるキャッシュ・フロー 6,422 △ 9,028 15,450
現金及び現金同等物に係る換算差額 △ 34 △ 94 60
現金及び現金同等物の増減額（減少 :△） 10,976 △ 9,155 20,131
現金及び現金同等物の期首残高 33,006 42,125 △ 9,119
非連結子会社との合併に伴う現金及び現金同等物の増加額 21 — 21
新規連結に伴う現金及び現金同等物の増加額 — 36 △ 36
現金及び現金同等物の期末残高 44,003 33,006 10,997

連結株主資本等変動計算書 　（単位：百万円）
科目 平成 21年 平成 20年

3月期 3月期

株主資本
前期末残高 118,294 130,176
当期変動額 株式交換 — 1,258

剰余金の配当 △ 1,634 △ 2,707
当期純損失（△） △ 31,442 △ 10,310
自己株式の取得 △ 48 △ 123

当期変動額合計 △ 33,124 △ 11,882
当期末残高 85,170 118,294

評価・換算差額等
前期末残高 3,465 7,770
当期変動額 株主資本以外の項目の

当期変動額（純額） △ 4,720 △ 4,305

当期変動額合計 △ 4,720 △ 4,305
当期末残高 △ 1,255 3,465

少数株主持分
前期末残高 7,238 4,165
当期変動額 株主資本以外の項目の

当期変動額（純額） △ 2,372 3,073

当期変動額合計 △ 2,372 3,073
当期末残高 4,866 7,238

純資産合計
前期末残高 128,997 142,111
当期変動額 株式交換 — 1,258

剰余金の配当 △ 1,634 △ 2,707
当期純損失（△） △ 31,442 △ 10,310
自己株式の取得 △ 48 △ 123
株主資本以外の項目の
当期変動額（純額） △ 7,092 △ 1,232

当期変動額合計 △ 40,216 △ 13,114
当期末残高 88,781 128,997 
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単独財務諸表  ■ N o n - C o n s o l i d a t e d  F i n a n c i a l  D a t a  

単独損益計算書 （単位：百万円）
科目 平成21年 平成20年 増 減

3月期 3月期 （△は減少）

売上高 165,893 202,856 △ 36,963

売上原価 158,466 184,848 △ 26,382

売上総利益 7,426 18,007 △ 10,580

販売費及び一般管理費 13,410 13,650 △ 240

営業利益又は営業損失（△） △ 5,983 4,356 △ 10,340

営業外収益 7,604 8,887 △ 1,283

受取利息及び配当金 3,599 5,013 △ 1,413

その他の営業外収益 4,005 3,874 130

営業外費用 5,089 5,209 △ 119

支払利息 1,637 1,695 △ 57

その他の営業外費用 3,452 3,514 △ 61

経常利益又は経常損失（△） △ 3,468 8,035 △ 11,503

特別利益 635 — 635

特別損失 24,937 13,502 11,434

税引前当期純損失（△） △ 27,769 △ 5,467 △ 22,301

法人税、住民税及び事業税 △ 956 200 △ 1,156

法人税等調整額 1,250 1,320 △ 69

当期純損失（△） △ 28,063 △ 6,988 △ 21,075

単独貸借対照表 （単位：百万円）
科目 平成21年 平成20年 増 減

3月期 3月期 （△は減少）
資産の部
流動資産 88,173 114,521 △ 26,348
現金及び預金 14,260 11,287 2,972
受取手形及び売掛金 39,009 61,423 △ 22,414
たな卸資産 20,694   21,823 △ 1,129
関係会社短期貸付金 3,352 5,227 △ 1,874
その他の流動資産 10,944 17,067 △ 6,122
貸倒引当金 △ 88 △ 2,308 2,220

固定資産 156,368 154,072 2,295
有形固定資産 77,105 77,210 △ 104
建物 16,180 16,273 △ 92
機械装置 21,178 21,539 △ 361
土地 23,961 24,141 △ 179
その他の有形固定資産 15,784 15,255 528
無形固定資産 936 829 107
投資その他の資産 78,325 76,032 2,292
投資有価証券及び関係会社株式 70,235 69,155 1,079
その他の投資 15,249 13,470 1,778
投資損失引当金 △ 1,160 △ 1,130 △ 30
貸倒引当金 △ 5,998 △ 5,463 △ 535

資産合計 244,541 268,594 △ 24,052
負債の部
流動負債 108,763 93,070 15,692
支払手形及び買掛金 16,043 26,410 △ 10,366
短期借入金 64,614 49,698 14,916
一年内償還社債 9,954 — 9,954
その他の流動負債 18,150 16,961 1,188

固定負債 75,505 83,258 △ 7,753
社債 20,073 30,047 △ 9,973
長期借入金 48,179 46,224 1,955
その他の固定負債 7,253 6,987 265

負債合計 184,269 176,329 7,939
純資産の部
株主資本 61,066 90,812 △ 29,746
資本金 39,084 39,084 —
資本剰余金 37,743 37,743 —
資本準備金 27,743 27,743 —
その他資本剰余金 10,000 10,000 —

利益剰余金 △ 15,609 14,088 △ 29,697
その他利益剰余金 △ 15,609 14,088 △ 29,697
自己株式 △ 152 △ 103 △ 48
評価・換算差額等 △ 793 1,452 △ 2,246
その他有価証券評価差額金 204 1,151 △ 947
繰延ヘッジ損益 △ 998 300 △ 1,298
純資産合計 60,272 92,264 △ 31,992
負債純資産合計 244,541 268,594 △ 24,052

連結キャッシュ・フロー計算書 （単位：百万円）
　科目 平成21年3月期 平成20年3月期 増 減（△は減少）
営業活動によるキャッシュ・フロー 26,674 25,018 1,656
投資活動によるキャッシュ・フロー △ 22,086 △ 25,051 2,965
財務活動によるキャッシュ・フロー 6,422 △ 9,028 15,450
現金及び現金同等物に係る換算差額 △ 34 △ 94 60
現金及び現金同等物の増減額（減少 :△） 10,976 △ 9,155 20,131
現金及び現金同等物の期首残高 33,006 42,125 △ 9,119
非連結子会社との合併に伴う現金及び現金同等物の増加額 21 — 21
新規連結に伴う現金及び現金同等物の増加額 — 36 △ 36
現金及び現金同等物の期末残高 44,003 33,006 10,997
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ホームページ

当社のホームページの「IR情

報」ページから、様々なIR関

連情報をタイムリーに発信し

ております。

http://www.nikkeikin.co.jp

IRメールニュース配信サービス

当社のニュースリリースやホームページの更新情報などを電子

メールにて配信するサービス『メール配信手続き』を提供して

おります。下記アドレスからご登録ください。

http://www.nikkeikin.co.jp/pages/ir/ir_mail.html

各種IR資料

ホームページ「IR情報」ページの「IR資料室」より過年度分を

含む下記IR資料をダウンロードできます。是非ご利用ください。

決算短信：決算発表時に開示される総合的な決算情報資料

決算説明会資料：アナリスト向け決算説明会の資料

アニュアルレポート：海外株主・投資家さま用の英文年次報告書

ファクトブック：財務指標の推移など投資分析に必要なデータ集

株主通信：当紙のような株主のみなさまに向けての事業報告書

有価証券報告書・四半期報告書：事業年度ごとの事業状況などを

　　　　　　　　　　　　　　掲載した法定開示書類

会社情報  ■ C o r p o r a t e  I n f o r m a t i o n 	 （平成 21年 3月31日現在）	株主コミュニケーション  ■ I R  C o m m u n i c a t i o n

株式情報  ■ S t o c k  I n f o r m a t i o n 	 （平成 21年 3月31日現在）

アニュアルレポート ファクトブック

商 号

本 店 所 在 地
資 本 金
代表取締役社長
従 業 員 数
設 立
上場証券取引所

営 業 所

生 産 拠 点 等

：

：
：
：
：
：
：

：

：

日本軽金属株式会社
（Nippon Light Metal Company, Ltd.）
東京都品川区東品川二丁目 2番 20号
39,084,654,715円
石山　喬
（単独）1,887名 （連結）13,678名
昭和14（1939）年3月30日
東京、大阪、名古屋の各一部市場および札幌、福岡
（名古屋の一部市場および札幌、福岡は平成 21年
6月 8日付で上場を廃止いたしました。）
本店、大阪支社、名古屋支社、富士支店、北九州支店、
勇払営業所、浜松営業所、福岡営業所、上海代表所
苫小牧製造所、蒲原製造所、船橋工場、新潟工場、
清水工場、名古屋工場、グループ技術センター

大株主（上位 10名）

株主名 持株数（千株） 出資比率（％）

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口4G） 30,996 5.7

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口） 22,506 4.1

第一生命保険相互会社 20,001 3.7

メリルリンチ日本証券株式会社 17,916 3.3

日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口） 16,097 3.0

朝日生命保険相互会社 15,000 2.8

財団法人軽金属奨学会 14,910 2.7

日軽ケイユー会 12,997 2.4

滑川軽銅株式会社 12,495 2.3

株式会社みずほコーポレート銀行 11,263 2.1

発行可能株式総数
発行済株式総数
株　　 主　　 数

：
：
：

1,600,000,000株
545,126,049株

 60,542名
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将来情報に関する注意事項：この株主通信には、将来の業績に関する見通しについての記載が含まれています。業績見通しは、現時点で入手可能な情報に基づき判断した見通しであり、
リスクや不確実性を含んでいます。実際の業績は、様々な重要な要素により、これら業績見通しとは大きく異なる結果となり得ることをご承知おき下さい。
実際の業績に影響を与える重要な要素には、当社およびグループ会社の事業領域を取り巻く、経済情勢、需要変動、為替変動などが含まれます。

会社情報  ■ C o r p o r a t e  I n f o r m a t i o n 	 （平成 21年 3月31日現在）	

株式情報  ■ S t o c k  I n f o r m a t i o n 	 （平成 21年 3月31日現在）

注：株価および出来高は、東京証券取引所におけるものです。

主要な連結対象子会社（平成 20年 9月30日現在）

会社名 資本金（百万円） 出資比率（％）
新日軽株式会社 16,403 99.99 （0.34）
東洋アルミニウム株式会社 8,000 100.0
理研軽金属工業株式会社 1,715 99.95 （1.41）
日本電極株式会社 1,200 100.0  
日軽産業株式会社 1,010 98.7 （0.1）
日本フルハーフ株式会社 1,002 66.0  
日軽エムシーアルミ株式会社 1,000 55.0 
東海アルミ箔株式会社 780 98.7 （98.7）
日軽パネルシステム株式会社 470 100.0  
日軽金アクト株式会社 460 100.0
日軽形材株式会社 400 100.0 
ニッケイ・サイアム・アルミニウム・リミテッド 141（百万タイバーツ） 100.0 
注：新日軽㈱、理研軽金属工業㈱、日軽産業㈱および東海アルミ箔㈱に対する出資比率は、
カッコ内に表示している間接保有比率を含めて表示しております。

役　員（平成21年6月26日現在）

■ 取 締 役
代表取締役社長

取締役専務執行役員

取締役専務執行役員

取締役常務執行役員

取締役常務執行役員

取締役常務執行役員

取 締 役

取 締 役

取 締 役

取 締 役

取 締 役
※1  社外取締役

石 山

藤 岡  

石 原 

浅 野

宮 内

岡 本

今 須 

中 嶋 

比 企 

飯 島 

酒 井 

喬

誠

　 充

光 昭

忠 一

一 郎

聖 雄

　 豪

能 信

英 胤

邦 弥

※1

※1

■ 執 行 役 員
常務執行役員
常務執行役員
執 行 役 員
執 行 役 員
執 行 役 員
執 行 役 員
執 行 役 員
執 行 役 員
執 行 役 員
執 行 役 員
執 行 役 員

■ 監 査 役
常 勤 監 査 役
常 勤 監 査 役
監 査 役
監 査 役
監 査 役
※2  社外監査役

上 野 
井 上
朝 日
村 上
原
昼 間
岡 本
高 徳

外 池
佐 井

浜 辺 
中 村 
藤 田  
和 食
結 城

晃 嗣
　 厚
格

敏 英
隆

弘 康
泰 憲
宏 和

　 稔
保 博

順 彦
秀 樹
讓

克 雄
康 郎

※2
※2
※2

当社株価（円）

出来高（千株）

日経平均株価（円）

80,000

0

160,000

240,000

出来高の推移

当社株価および日経平均株価の推移

平成18年
4 5 6 7 8 9 10 11 12

平成19年
1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12

平成20年 平成21年
1 2 3 4

4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4

5

5

6

6

7

7

8

8

9

9

10

10

11

11

12

12

1

1

2

2

3

3

4

4

400

350

300

250

200

150

100

50

0

40,000

35,000

30,000

25,000

20,000

15,000

10,000

5,000

0

安　田　耕太郎
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〒140-8628　東京都品川区東品川二丁目2番20号
TEL：03（5461）9211

http://www.nikkeikin.co.jp

株主メモ  ■ S h a r e h o l d e r s  I n f o r m a t i o n
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株主のみなさまへ株主のみなさまへ
株主通信  第102期株主通信  第102期
平成20年4月1日～平成21年3月31日平成20年4月1日～平成21年3月31日

事業年度
定時株主総会
定時株主総会の基準日
配当金受領株主確定日
単元株式数
株主名簿管理人および
特別口座の口座管理機関
同　事務取扱所
　郵便物送付先
　電話照会先
同　取次窓口

毎年 4月 1日より翌年 3月 31日まで
6月開催
3月31日
 3月31日および中間配当金の支払いを行うときは9月30日
1,000株
東京都港区芝三丁目 33番1号
中央三井信託銀行株式会社
〒168-0063　東京都杉並区和泉二丁目8番4号
中央三井信託銀行株式会社　証券代行部
電話 0120-78-2031（フリーダイヤル、受付時間：平日9：00～17：00）
中央三井信託銀行株式会社　全国各支店
日本証券代行株式会社　本店および全国各支店

● 株式に関する各種手続のお申出先

証券会社でお取引をされている株主様 ＜お申出先＞
お取引のある証券会社
（ただし、未払い配当金のお支払いについては、上記の事務取扱所
または取次窓口となります。）
＜お手続の内容＞
住所変更、単元未満株式の買取、配当金受取方法の指定、相続に
伴うお手続等

特別口座に記録されている株主様
特別口座について
株券電子化の施行日（平成 21年1月5日）
前に証券保管振替機構（ほふり）を利用さ
れていなかった株主様のご所有株式は、中
央三井信託銀行株式会社に開設された口
座（特別口座）に記録されております。

＜お申出先＞
上記の事務取扱所または取次窓口
＜お手続の内容＞
証券会社のお取引口座への振替請求（※）のほか、住所変更、単元
未満株式の買取、配当金受取方法の指定、相続に伴うお手続等

※ 特別口座では、株式の売却はできません。売却するには、証券会社にお
取引口座を開設し、株式を振り替えるお手続が必要となります。

● 株主様のご住所およびお名前の登録文字について
株主様のご住所およびお名前の文字に、証券保管振替機構（ほふり）で指定されていない漢字等が含まれている
場合は、その全部または一部をほふりが指定した文字に置き換えのうえ、株主名簿に登録しております。この場合、
株主様にお送りする通知物の宛名は、ほふりが指定した文字となりますのでご了承ください。
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